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令和３年 第２７０号、第３０２号 公契約関係競売入札妨害、贈賄被告事件 

主      文 

被告人を懲役１年６月に処する。 

この裁判が確定した日から３年間上記刑の執行を猶予する。 

理      由 

（罪となるべき事実） 

  被告人は、土木工事等を業とするＡ株式会社の代表取締役として同社の業務全

般を統括していたものであるが、 

第１ 香南市議会議員であった分離前の相被告人Ｂ及び香南市職員と共謀の上、同

市が令和２年１２月１７日に執行するａ町Ｃ団地解体工事の制限付一般競争入

札に関し、同市職員が、同月７日頃から同月１７日までの間、Ｂに対し、上記

入札の最低制限価格の近似額が２９００万円である旨教示し、その頃、Ｂが同

市（住所省略）所在の同人方から、電話で被告人にその旨伝達し、よって、同

月１７日に同市（住所省略）所在のＤにおいて執行された上記入札に際し、Ａ

をして２９００万円で入札させて上記工事を落札させ、 

第２ 同月７日頃、Ｂに電話で、上記入札に関し、秘密事項の最低制限価格につい

て、これを知り得る立場にある同市職員から聞き出して貰いたい旨請託し、こ

れを承諾したＢが、同日頃から同月１７日までの間、同市において、上記最低

制限価格を職務上知り得る立場にあった同市職員にその価格を教示するように

申し入れ、同人に職務上不正な行為をするようにあっせんしたことに対する謝

礼の趣旨で、同月２２日頃、高知市（住所省略）所在の飲食店Ｅ駐車場におい

て、Ｂに対し額面合計１０万円の全国百貨店共通商品券を供与した 

ものである。 

（争点に対する判断） 

１ 本件は公契約関係競売入札妨害及び贈賄の事案であり、関係各証拠によれば、

 被告人がＢに対し、判示解体工事を落札したいので最低制限価格を教えてほ
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しい旨依頼したこと、  被告人がＢから、同価格の近似額が２９００万円であ

ると聞き、被告人が代表取締役を務める建設会社が判示解体工事を落札したこと、

 被告人がその謝礼として、Ｂに額面合計１０万円の商品券を供与したことが

認められる。 

弁護人は、上記の事実経過については争っていないものの、Ｂが、 判示入札

の最低制限価格を知り得る立場にあった香南市職員に価格を教示するよう申し入

れ、  同職員から同価格の近似額の教示を受けたという事実はない旨主張する

ので、当裁判所が判示のとおり認定した理由について説明する。 

２ Ｂは、令和４年６月９日、当公判廷に証人として出廷し、上記１ 及び に沿

う供述をしている。 

Ｂは、平成５年以降、赤岡町議会議員、香南市議会議員を務め、平成２９年頃

以降、被告人から飲食等の接待を受けるなどする中で、判示第１に係る訴因と同

一の公契約関係競売入札妨害罪及びそれに関連して被告人から賄賂を収受したと

いう判示第２に係る訴因に対応するあっせん収賄罪により、令和４年４月２０日、

当裁判所において懲役２年、執行猶予４年の判決を受け、その判決は控訴の申立

てもなく確定している上、香南市議会議員の職も辞している。このような諸事情

に照らし、Ｂの供述が全て虚構の事実を述べるものとは考え難い。 

これに対し、弁護人は、本件各公訴事実は、当初、Ｂの捜査段階の供述に基づ

き、あっせん先であり、最低制限価格の漏洩元でもある公務員を、香南市住宅管

財課長として特定していたにもかかわらず、起訴後、Ｂが、同課長ではなく、香

南市長があっせん先かつ漏洩元である旨言を翻したため、令和３年１２月３日付

でなされた訴因変更請求に基づき、同課長から、「香南市職員」に訴因が変更され

たという経緯があるところ、このように、重要な部分について供述を変遷させる

ようなＢ供述はおよそ信用できない旨主張する。 

確かに、弁護人の指摘するとおり、変更後の訴因に係る「香南市職員」が誰で

あるかについて、Ｂの供述には変遷がみられる。そして、捜査段階において虚偽
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供述をし、これを維持し続けた理由、その後供述を変遷させた理由などについて、

Ｂ自身による十分な説明がなされているとは認め難く、変遷前の供述部分と変遷

後の供述部分のいずれが十分信用できるか、俄かに断定することは困難であり、

あっせん先かつ最低制限価格の漏洩元である公務員が誰であるかを具体的に特定

することはできない。しかしながら、Ｂの供述は、あっせん先かつ最低制限価格

の漏洩元が「香南市職員」であるという限度では一貫していると考えられる上、

入札の最低制限価格の決定が香南市内部の決裁を経てなされ、その情報を知り得

るのはこれに関与する同市の関係職員であることなどとも整合していることに徴

すると、この限度でＢの変遷した供述部分の信用性を肯認することができるとい

うべきである。 

これに対し、弁護人は、被告人がＢから聞いたのは最低制限価格そのものでな

く、その近似額であったことも併せ考えれば、Ｂが議員として培った経験に基づ

き、又は民間業者等から価格の積算について意見を求めるなどして独自に価格を

算出し、被告人にこれを伝えた可能性が排斥できないなどとも主張する。 

しかしながら、Ｂが「香南市職員」から情報を聞き出すという違法な手段を用

いていないにもかかわらず、犯罪行為をした旨の虚偽の供述をし、自ら有罪判決

を受け、長年務めた議員の仕事も辞職してまでして、敢えて虚偽供述をするとは

考え難く、被告人とＢとの間に、その原因となり得るようなトラブルがあったこ

とも窺われない。また、民間業者等から価格の積算について意見を求めるなどし

たとの点についてみても、これは抽象的な可能性を指摘するものに過ぎない。 

以上の検討結果によれば、Ｂの供述は上記限度で信用することができ、弁護人

の主張は採用できない。 

３ なお、弁護人は、本件各公訴事実（令和３年１２月３日付訴因変更請求に基づ

く変更後のもの）について、訴因が不特定であり、公訴事実の同一性を害しない

かも不明であってそもそも訴因変更を許可すべきでなく、変更後の訴因について

も公訴棄却されるべきであると主張する。しかし、本件各公訴事実は、いずれも
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証拠上可能な範囲で、他の犯罪事実と区別できる程度に具体化されており、公訴

事実の同一性が存在することは明らかであり、被告人の防御権を不当に侵害する

ものとも言えない。弁護人の主張は採用できない。 

（量刑の理由） 

本件は、建設会社の代表取締役であった被告人が、香南市議会議員に対し、香

南市が実施する公共工事の最低制限価格を聞き出して欲しい旨働きかけ、同議員

が香南市職員より聞き出した当該価格の近似額の教示を受けて工事を落札した上、

同議員に対し、その謝礼として額面合計１０万円の全国百貨店共通商品券を供与

したという事案である。 

本件一連の犯行は、入札の公正を著しく害した上、公務員の職務の公正及び職

務の公正に対する社会の信頼を損ねたものであって、犯情は芳しくなく、その当

罰性は軽視できない。しかしながら、被告人には前科前歴がなく、５０万円の贖

罪寄付をするなどして反省の態度を示していることからすれば、本件は被告人を

直ちに実刑に処すべき事案とまではいえない。そこで、被告人を主文掲記の刑に

処した上で、その刑の執行を猶予するのが相当であると判断した。 

令和４年９月２７日 

  高知地方裁判所刑事部 

       

裁判長裁判官   𠮷   井   広   幸 

 

         裁判官   前   田   早   織 

 

         裁判官   野   澤   尚   純 


